
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和８年７月 

北海道建設部住宅局住宅課 

 

指 定 管 理 者 申 請 様 式 集 

 



 

作 成 要 領 

 

１ 様式１～４の作成 

   提案に必要な書類等の作成を、本様式集に従って作成してください。 

 

２ 様式５、６の作成 

(１) 申請様式集の取扱いについて 

    申請者は、提案に必要な書類等の作成を本様式集に従って作成してください。 

    なお、様式中には【記載事項の例示及び説明等】を参考に示してありますが、独自で工夫した事項についても

適宜記述してください。 

(２) 提出書類の体裁や部数について 

  ① 作成枚数は自由ですが、要点を簡潔に記載してください。 

    なお、各提案内容の整合性を図るとともに、目標等の設定に対しては、数値や達成方法など具体的に記述して

ください。 

  ② 提案用紙はＡ４判の縦使いを原則とし、左側綴じとしてください。 

    また、やむを得ずＡ３判を使用する場合は横使いとしＡ４に折って綴じてください。 

  ③ 提案用紙の余白は、左側を２０mm 以上、その他は１５mm 以上としてください。また、記載する文字フォン

トは１０ポイント以上としてください。やむを得ない場合は８ポイントまで小さくできます。 

  ④ 提案用紙への記述は両面とし、様式５の①から⑩及び様式６の項目ごとに分けて作成してください。 

 

３ 提出部数 

   原本１部については、全ての書類を１冊のフラットファイルに綴り、副本５部（様式５、６のみ）については、

クリップ止めにより提出してください。 

 

４ その他 

  ・申請した後に申請を辞退する場合は、「指定管理者指定申請辞退届（様式７）」を提出してください。 

  ・申請内容に変更がある場合は、「申請書記載事実変更届（様式８）」を提出してください。 

  ・連合体を結成する場合は、「連合体協定書（様式９）」を提出してください。 

  ・健康保険、厚生年金保険、雇用保険の加入義務が無い場合は、「社会保険等適用除外申請書（様式１０）」を 

提出してください。 

  ・記述内容に虚偽の記載等があった場合は、失格となる場合があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記第１号様式（第３条関係） 

 

指定管理者指定申請書 

 

                                     令和  年  月  日 

 

 北海道知事 様 

 

                                  主たる事務所の所在地 

                                  名称 

                             申請者  代表者職氏名           

                                  電話番号 

 

 北海道公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例第３条の規定により、次のとおり指定管理者の指定を

受けたいので、関係資料を添えて申請します。 

記 

１ 公の施設の名称 

２ 公の施設の所在地 

 （添付書類） 

 

法人 その他 法人 その他

○ ○ ○ 指定手続規則第1号様式

団体概要書 ○ ○ ○ ○
設立趣旨、事業内容の概要を説明した資料（パンフレット
等団体の概要がわかる資料があれば、併せて提出）（様式
１）

コンソーシアム構成表 ○ 遂行体制及び役割分担を明記（様式２）

委任状 ○ ○ （様式３）

定款・寄付行為 ○ ○ （様式９）

コンソーシアム協定書 ○

規約その他団体の目的、組織及び運営の方
法を明らかにする書類

○ ○ ○
規約その他団体の目的、組織及び運営の方法（事務所、資
産に関する規定、代表者の任免に関する規定等）を記載し
た書類

代表者の身分証明書及び住民票の写し ○ ○ ○ ○ ○

申請日前3ヶ月以内に取得したもの
代表者が外国人である場合にあっては、在留カードの写し
住民票の写しは記載事項が省略されておらず、個人番号
（マイナンバー）は記載しないこと。

法人の登記事項証明書 ○ ○ 申請日前３か月以内に取得したもの

団体の名称及び本店または主たる事業所
の所在地を証明する書類及び申請しようと
する地区等に事務所又は事業所を有して
いることを証明する書類

○ ○ ○ ○ 登記簿謄本や会の規則など所在地がわかるもの

役員名簿 ○ ○ ○ ○ 役職、氏名、現住所及び生年月日を記載したもの

印鑑証明 ○ ○ ○ ○ 申請日前３か月以内に取得したもの

施設の管理運営を行う上で必要な資格へ
の対応を記載した書面

1級建築士及び防火管理者の資格の写し、当該有資格者
の雇用が確認できる書面(様式任意)

○ ○
○

（構成員の連名）
欠格事項等に該当しないことの誓約（様式４）

事業報告書、収支計算書、貸借対照表、財
産目録その他財務の状況を明らかにする
書類

○ ○ ○ ○
申請日の属する事業年度の前事業年度分
新たに設立する法人または設立初年度の法人にあって
は、収支予算書またはこれに準ずる書類

道税に滞納がないことの証明書
消費税及び地方消費税に未納がないこと
の証明書（国税通則法施行規則別紙第８号
書式その３）

○ ○ ○ ○

申請日前３か月以内に取得したもの
新たに設立する法人または設立初年度の法人にあって
は、添付不要
道に納税義務がない場合は、本店等が所在する都府県の
事業税に滞納がないことの証明書を添付する。
納税義務がないため、納税証明書が発行されない場合
は、誓約書にその旨を記載すること。

健康保険・厚生年金保険の届出義務を履行
している事実を証する書面（写し可）

○ ○ ○ ○

①納入告知書
②資格取得確認書及び標準報酬月額決定通知書
③適用通知書
など加入状況が確認できる書類

雇用保険の届出義務を履行している事実
を証する書面（写し可）

○ ○ ○ ○

①保険関係成立届
②領収済通知書
③概算・確定保険料申告書（控）
など加入状況が確認できる書類

社会保険等適用除外申出書 ○ ○ ○ ○
健康保険・厚生年金保険、雇用保険の加入義務が無い場
合（様式10）

○ ○ ○ （様式５）

○ ○ ○ （様式６）

○ ○ ○ ○
該当がある場合（様式任意）
他の申請書類で確認できる場合は不要

業務計画書

収支計画書

道内中小企業等あって、申請地区が属する振興
局管内にある営業所等における集合住宅等の
管理実績があることを証する書面

種類 備考

誓約書

指定管理者指定申請書

申請資格を有することを証する書類

団体の財務の状況等に関する次の書類

構成員

団体の区分

コンソーシアム
単独の団体

コンソーシアム



（様式１） 

団 体 概 要 書 

項  目 内     容 

事業者（法人、団体）名  

代表者職・氏名  

団体の所在地  

設立年月日  

資本金 令和  年  月  日現在          千円 

従業者数 令和  年  月  日現在          人 

主たる業務内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

類似施設の管理等に関する過去

の業務実績 

 

 

 

 

 

特記事項 

＊協力企業等がある場合は、その

名称・団体の概要及び役割等に

ついて記載すること 

＊コンソーシアムの構成団体に

あっては、その役割等について

記載すること 

 

 

 

 

連絡先等 連絡責任者 職・氏名 

住所 

電話 ＦＡＸ 

e-mail 

注１ 記入欄が足りない場合は、本様式に準じて追加・作成すること。 

 ２ 設立趣旨、事業内容のパンフレット等団体の概要が分かる資料があれば添付すること。 

 ３ 連合体の場合は、各構成団体ごとに作成し、連合体構成表に添付すること。 

 ４ 協力企業等とは、指定管理業務の一部について委託し、又は提携する等の協力関係にある特定の団体又は個

人をいう。 



（様式２） 

連合体構成表 

 

項 目 内   容 

コンソーシアムの名称  

代表団体の名称  

代表者の職・氏名  

事務所の所在地 

    電話番号 

 

コンソーシアム設立年月日  

構成団体の概要  

 NO. 構成団体名 

代表者職・氏名 

事務所所在地 

電話番号 

資本金（千円） 従業員数（人） 業種・営業種目等 

１  

 

    

２  

 

    

３  

 

    

４  

 

    

５  

 

    

【事業スキーム】 

 本施設の管理を行うに当たっての構成団体間の役割分担及び協力企業等との関係等について図示してくださ

い。 

 なお、協力企業等とは、指定管理業務の一部について委託し、又は提携する等の協力関係にある特定の団体又

は個人を指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

連絡先等 連絡責任者 職・氏名 

住所 

電話 ＦＡＸ 

e-mail 

  注１ 記入欄が足りない場合は、本様式に準じて追加・作成すること。 



（様式３） 

                                        令和  年  月  日 

 

委 任 状 

 

 北海道知事 様 

 

■構成員 

団 体 名 称 

 

 

所  在  地 

 

 

代 表 者 名 

 

 

                                      印 

 

 ■構成員 

 

 ■構成員 

   私達は、下記の団体をグループの代表団体と定め、道営住宅等（●●●）に係る指定管理者の指定の申請に係る

一切の権限を委任します。 

 

 

 ■代表団体 

団 体 名 称 

 

 

所  在  地 

 

 

代 表 者 名 

 

 

                                      印 

団 体 名 称 

 

 

所  在  地 

 

 

代 表 者 名 

 

 

                                      印 

団 体 名 称 

 

 

所  在  地 

 

 

代 表 者 名 

 

 

                                      印 



（様式４） 

                                         令和  年  月  日 

 

誓  約  書 

 
 北海道知事 様 

 

                                                        主たる事務所の所在地 

                       申 請 者  名称                          

                            代表者職・氏名 

                            電話番号 

 

                                                        主たる事務所の所在地 

                       構成団体  名称                          

                            代表者職・氏名 

                            電話番号 

                

                                                        主たる事務所の所在地 

                       構成団体  名称                          

                            代表者職・氏名 

                            電話番号 

                         

 

 道営住宅等（●●●）に係る指定管理者の指定の申請にあたり、次の事項について真実に相違ありません。 

記 

１ 申請者は道営住宅等（●●●）指定管理者公募要項第４に定める申請資格を有しています。 

２ 申請者及び構成団体のいずれも、欠格事項に該当しません。 

３ 道営住宅等（●●●）に係る指定管理者の指定申請書及び添付書類の記載事項は、すべて事実に相違ありません。 

４ 申請者及び構成団体のいずれも、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２

条第２号の規定に該当する団体又はその利益となる活動を行うものではありません。 

５ 申請者及び構成団体の代表者や役員に、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第６号の規定に該当する者が就任する団体ではありません。 

６ 申請者及び構成団体のいずれも、公租公課に係る滞納はありません。 

７ 当該団体が業務等を実施するうえで遵守しなければならない法令等に違反したことにより、当該法令等の規程によ

る罰則処分を現に受けている団体ではありません。 

８ 申請者及び構成団体の役員（法人でない団体にあっては、該当団体の代表）には、禁固以上の刑に処せられ、その

執行を終えていない者はおりません。  

９ 申請者及び構成団体のいずれも、道立施設の管理を目的として、道から基本財産又は資本金等に出資又は出捐を受

けている団体ではありません。 



（様式５） 

 

業 務 計 画 書 ① 

（関係法令等の習得及び個人情報の保護について） 
 

（留意事項） 

○「公営住宅法」及び「個人情報の保護に関する法律」等関係法令の習得に係る研修方法について記述してください。 

○管理業務の実務経験により、関係法令等を習得している職員がいる場合については、その職員の経歴について記述

してください。 

○個人情報の保護に関して、マニュアル等の整備状況について記述してください。 

○道営住宅の個人情報の保護を図るための具体的方法について記述してください。 

【記載事項の例示及び説明等】 

 

 

 

 

  

 

〇道営住宅の管理に対する方針・体制、職員に対する教育・研修体制について 

・関係法令等の習得のための研修の実施内容や回数を記載してください。 

  ①公営住宅法、道営住宅条例・規則等の習得・・・年●回 

  ②個人情報保護に関する法律の習得・・・・・・・年●回 

  ③クレーム対応等・・・・・・・・・・・・・・・年●回 

  ④道営住宅管理システム操作方法・・・・・・・・年●回 など 

 

 

〇社内マニュアル等の整備状況 

・個人情報の保護に関して、●●●などについてのマニュアルを●月●日に策定（予定）。 

 

 

〇個人情報の保護を図るための具体的方法 

・個人情報責任者の配置やハード面でのセキュリティ対策などについて具体的に記載してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この例示及び説明等は、選定基準の「３ 審査項目」の

審査基準等をふまえて、参考として示したものであり、

自由に提案していただいて結構です。 



（様式５） 

 

業 務 計 画 書 ② 

（公金の収納管理について） 

（留意事項） 

 公金収納の取扱口座など収納や振り込み方法について具体的に記述してください。 

また、適切に収納管理するための処理規程の整備や体制（収納員の数を含む）について記述してください。 

 

【記載事項の例示及び説明等】 

 

○口座の開設（ペイオフ対策） 

 

 金融機関 口座の種類 

家賃 ●●銀行●●支店 普通預金 

駐車場 ▲▲銀行▲▲支店 普通預金 

敷金 ××銀行××支店 普通預金 

※公金取扱口座として、家賃は「●●銀行●●支店」、駐車場使用料は「●●銀行●●支店」、 

敷金は「××銀行××支店」とし、目的別に開設する。 

※ペイオフ対策として、普通預金を「決済用預金」とする。など 

 

○入居者からの使用料等の収納や敷金返還などの流れ 

・収納した家賃は毎月●●日及び●●日に現金払込書により、●●銀行●●支店に払込を行う。 

・業務フローによる図示 など 

 

 

 

 

入居者 

 

収 納 

 

 

公金取扱者に

て収納を確認 

 

 

 

指定管理者 

（領収） 

 

入 金 

 

 

当日中に入金 

 

 

 

 

目的別の 

専用口座 

 

 

 

 

入 金 

 

 

 

月〇回 

 

 

 

 

北海道 

・公金を取り扱う際は、複数人でチェックを行い、確実に収納する。 

 

○収納員の配置 

・収納業務を行うための実施体制や職員の配置（業務経験を有する者の有無など）について記載 

 

 

○処理規程等の整備 

・家賃及び駐車場使用料を適切に収納、管理するための処理規程等の整備について記載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（様式５） 

 

業 務 計 画 書 ③ 

（管理経費の執行について） 

（留意事項） 

 管理経費を適切に執行するための体制や経理方法について記述してください。 

 

 

【記載事項の例示及び説明等】 

 

○社内経理の体制 

・経理処理の流れ及び経理処理のチェック体制について記載。 

 

＜道営住宅等の適切な会計管理体制＞ 

実地部門 実施者 チェック回数 内   容 

●●課 管理担当者 毎月末 収納業務を行っている管理担当者が毎月末に整合を図る 

●●課 経理担当者 四半期に●回 収支状況を確認し、四半期毎に収支報告書を作成 

●●課 監査担当者 年に●回 内部監査を実施し、経費の執行状況を確認 

 

○経理の方法 

・独立した預金口座の開設や口座の定期的な確認方法について記載。 

 

 

○処理規程等の整備 

・管理経費を適正に執行するため、事業者への支払方法や資金の管理などにおける処理規程等の整備について記載。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（様式５） 

 

業 務 計 画 書 ④ 

（使用料の収納について） 

（留意事項） 

 家賃や駐車場の使用料を収納するための体制や方法について、具体的に記述してください。 

 

 

【記載事項の例示及び説明等】 

 

○実施体制 

 

＜家賃、駐車場使用料の収納の流れ＞ 

業 務 担 当 人 数 内 容 

窓口収納 経理担当・収納員 ●名 当社の受付窓口による収納 

臨戸訪問 管理担当・収納員 ●名 当社の受付窓口に来られない方の収納 

口座振替 経理担当 ●名 管理システムの定期的な確認による随時入金状況の把握 

 

＜収納処理のチェック体制＞ 

業 務 担 当 頻 度 チェック内容 

窓口収納 総括責任者 当日中 窓口にて収納した金額の確認 

臨戸訪問 総括責任者 当日中 臨戸訪問等により収納した金額の確認 

口座振替 総括責任者 １日に●回 管理システムと経理担当者による入金状況の整合性確認 

 

 

○収納方法 

・収納方法ごとの収納率向上に向けた取組（口座振替、納付書など） 

・収納強化月間時に対する取組内容、滞納者への対応など 

 

 

○目標収納率（各年度別） 

 

 年度 

区分 

令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 令和 13 年度 

３月末 ５月末 ３月末 ５月末 ３月末 ５月末 ３月末 ５月末 ３月末 ５月末 

収納率 家 賃 ●●％ ●●％ ●●％ ●●％ ●●％ ●●％ ●●％ ●●％ ●●％ ●●％ 

駐車場 ●●％ ●●％ ●●％ ●●％ ●●％ ●●％ ●●％ ●●％ ●●％ ●●％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（様式５） 

 

業 務 計 画 書 ⑤ 

（業務の実施体制等について） 

（留意事項） 

 要求水準を達成するための体制・職員の配置、担当する業務の内容について、わかりやすく記述してください。 

 また、職員数や正・臨時職員の別などの職員の内訳や他の業務との兼務の状況がわかるように記述してください。 

 

【記載事項の例示及び説明等】 

 

○体制 

                                ●名（◎◎業務）（○○業務） 

 

                                ●名（□□業務）（△△業務） 

                                

 

 

                                ●名（◎◎業務）（○○業務） 

 

 

                                ●名（□□業務）（△△業務） 

 

 

 

○業務実施時間 

・業務実施時間や業務時間外の対応などについて記載 

 

 

○職員の配置 

・正職員●●人（専任●人、兼務●人）、臨時職員●●人（専任●人、兼務●人） 

※臨時職員とは、派遣職員、アルバイト、非常勤職員などを指します。 

 

所属 雇用形態及び指定管理業務の専従・兼務の区別 担当する指定管理業務 経験年数 資格保有状況等 

 職名等 正規職員 臨時職員 計    

専従 兼務 専従 兼務 

△△課 ３ ３ １ ０ ７    

 課長  ●   １ △△業務、維持修繕業務 整備●年 一級建築士 

職員 ●    １ 管理システム業務、･･･ 管理●年  

職員 ●    １ ■■業務、･･･ 整備●年 消防設備士甲種第Ⅰ類 

          

          

○○支所 ３ ５ １ １ 10    

 支所長 ●    １ 入居管理業務等全般 管理●年 管理業務主任者 

職員 ●    １ 団地巡回業務、･･･ 整備●年 二級建築士 

職員   ●  １ 窓口業務   

合計 ６ ８ ２ １ 17

人 

管理業務主任者 ●人、･･・●人、等 

一級建築士 ●人、･･･●人、等 14 人 ３人 

 

 

○環境配慮の取組み 

・環境配慮に対する取組みについて記載してください。 

例：ＩＳＯ１４００１を取得済（●年●月） 

 

 

〇ＩＣＴ（情報通信技術）を活用した利用者の利便性向上のための取組み 

・ＩＣＴを活用した取組みについて記載してください。 

例：当社のホームページから申請書類のダウンロードが可能。など 

 

総括責任者 窓口担当 公募事務担当 

施設維持担当 

○○担当 ○○担当 

○○担当 



（様式５） 

 

 

業 務 計 画 書 ⑥ 

（緊急時の対応について） 

（留意事項） 

 夜間や休日等、３６５日２４時間入居者からの連絡に対する対応方法を、具体的に記述してください。 

 

 

【記載事項の例示及び説明等】 

 

 

○緊急時の連絡体制 

 

 

 

 

 
                        修繕等対応 

 
       連絡         対応 

 

 

 
                      修繕等依頼 

（連絡から●●分以内） 

 
 

連絡・報告 

 

 

 

 

 

 

 

・警備会社と契約し連絡体制の確保を図る。 

・エリア分けして業者を確保し迅速な対応（連絡●●分以内）を図る。 

 

 

 

○緊急時における情報の伝達方法 

・入居者に対して緊急時における連絡体制の周知方法について記載。 

 

 

 

○道が別に定める「道営住宅危機対応マニュアル」による体制確保及び対応 

・入居者の安全を確保するため、災害や事故等の緊急時に、適切かつ円滑な対応ができるよう、「道営住宅危機対応

マニュアル」に基づいた振興局との連絡体制の確立や対応方法について明示 

・定期的な訓練等を実施する旨の明示 など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

入居者・自治会 

近隣住民等 

緊急対応提携業者 

業者(衛生) 

業者(建築) 

業者(電気) 

業者(･･･) 

本社休日・時間外対応部門 

（常時●名対応） 

［本社］ 

●●部門責任者●名 

管理系職員●名 

技術系職員●名 



（様式５） 

 

 

業 務 計 画 書 ⑦ 

（公募計画等について） 

（留意事項） 

 公募方法について、公募の回数や周知、選考方法など具体的に記述してください。 

また、入居手続（受付期間、抽選方法、当選者の情報提供、受付待ち時間の短縮など）について、具体的に記述し

てください。 

【記載事項の例示及び説明等】 

 

○公募の回数 

・年●●回 

 

 

○周知方法 

・新聞・ホ－ムペ－ジ等による。 

 

 

○受付期間等 

・●曜～●曜の●日間 

・受付時間 ●時から●時 

 

 

○受付待ち時間 

・待ち時間を●●分以内とする。 

・窓口を●●箇所設け、１件当たりの受付時間を●分とすると、１時間に●●件の処理が可能である。 

・●●名のアルバイトの活用を図る。など 

 

 

〇当落情報の提供 

・抽選の日から連続して●●日以上、当社のホームページにて当落情報を掲載する。 

 

 

○長期未公募の住戸の解消 

・長期未公募の解消の計画や実行方法など 

 

 

○道営住宅の目的外使用の周知 

・毎年４月から６月にかけてなど地域の事業者や市町へ訪問し制度を説明するなど 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（様式５） 

 

 

業 務 計 画 書 ⑧ 

（入居管理業務について） 

（留意事項） 

 入居者からの各種申請や修繕要望など、サ－ビス提供の方法について具体的に記述してください。 

入居者等情報の処理方法については具体的に記述してください。 

 

【記載事項の例示及び説明等】 

 

○常設窓口の配置や対応職員数を含めた機能 

・各種申請書類の備え付け状況、修繕等の受付体制などについて記載。 

 

○収入申告書の回収方法 

・目標とする収入申告書の回収率などについて記載 

 

○入居者等情報の電算処理方法（迅速な処理、情報処理体制、安全対策など） 

＜システムの体制＞ 

 

［指定管理者] 

 

 

               申請 

 

通知 

       ・入力 

       ・出力 

        納付              ・データ管理 

                                情報 

 

 

              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      入力 

 

 

 

 

 

        ◆電算担当者を限定し、 

情報の交錯を防ぐ。 

 

 

 

 

 

○入居者に対する各種制度の周知方法（同居承認や家賃減免など） 

・高齢者などに対する周知方法・文書作成方法などについて記載 

 

 

 

道

の

シ

ス

テ

ム 

電

算

担

当

者 

入居者情報 

指定管理者 

端末 

 

入居者 

金融機関 

入退去情報や滞納整理表などの入居者情報に係る道のシステムへ

の情報処理方法について記載。 



（様式５） 

 

 

業 務 計 画 書 ⑨ 

（施設管理業務について） 

（留意事項） 

 施設の維持のための方法や時期、外注する場合の適切な発注方法及び実施の確実性並びに要求水準の確保について

具体的に記述してください。 

 

【記載事項の例示及び説明等】 

 

○修繕等（経常修繕、保守管理、法定更新）の実施方針や実施時期、方法 

・修繕等を実施するにあたっての具体的な計画や実施方法など 

 

 

〇適正な発注や地元企業への受注機会の確保 

・業者の選定方法や地元企業への発注に関して記載。 

 

 

○専門の資格者の配置 

 

 

○維持の体制や方法 

 

 

  

 

      依頼  

  

 

 

 

     調査・確認 

                 

 

 

 

               自社対応不可の際、委託 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

入 

居 

者 

指定管理者 

                       ◆業務日報の確認 

                       ◆月例業務報告書の確認 

 

       指示・連絡   完了報告 

 

                       ◆業務日報の作成 

◆月例業務報告書の作成 

総括責任者等 

施設管理業務担当職員 

 

 

専門会社 



（様式５） 

 

 

業 務 計 画 書 ⑩ 
（入居者支援について） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（留意事項） 

 入居者への支援内容について具体的に記述してください。 

 

【記載事項の例示及び説明等】 

 

○高齢者世帯に対する支援について（実施時期、回数や取組内容など） 

 

 

○子育て世帯に対する支援について（実施時期、回数や取組内容など） 

 

 

○自治会等に対する支援について（実施時期、回数や取組内容など） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（様式６） 

 

業 務 収 支 計 画 書 ⑪ 
（業務実施の確実性と安定した経営能力について） 

 

〈留意事項〉 

 業務期間内の収支計画及び財務状況について、具体的に記述してください。 

 支出は修繕等や事務的経費に分けて記述してください。 

 コスト縮減の方法や考え方について具体的に記述してください。 

 ※道からの管理経費として見込む収入額が、団体の提案額となり審査や協定を締結する際の額となります。 

【記載事項の例示及び説明等】 

 

○収支計画 

 令和９年度 令和 10年度 令和 11年度 令和12年度 令和 13年度 合 計 

【収入の部】       

 道からの管理経費 ●●●円 ●●●円 ●●●円 ●●●円 ●●●円 ●●●円 

【支出の部】       

 修繕等 ●●●円 ●●●円 ●●●円 ●●●円 ●●●円 ●●●円 

 法定更新費 ●●●円 ●●●円 ●●●円 ●●●円 ●●●円 ●●●円 

経常修繕費 ●●●円 ●●●円 ●●●円 ●●●円 ●●●円 ●●●円 

退去修繕費 ●●●円 ●●●円 ●●●円 ●●●円 ●●●円 ●●●円 

保守点検費 ●●●円 ●●●円 ●●●円 ●●●円 ●●●円 ●●●円 

維持管理費 ●●●円 ●●●円 ●●●円 ●●●円 ●●●円 ●●●円 

事務的経費 ●●●円 ●●●円 ●●●円 ●●●円 ●●●円 ●●●円 

 人件費 ●●●円 ●●●円 ●●●円 ●●●円 ●●●円 ●●●円 

管理事務費 ●●●円 ●●●円 ●●●円 ●●●円 ●●●円 ●●●円 

合計 ●●●円 ●●●円 ●●●円 ●●●円 ●●●円 ●●●円 

 

○財務状況 

 別添事業報告書のとおり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪作成に当たっての注意事項≫ 

 ○法定更新費、経常修繕費、退去修繕費、保守点検費及び維持管理費は、協定書別記３「業務の範囲」及び別記

４「要求水準書」に基づき実施することとして算定してください。 

 ○一般修繕費は次の想定業務量と修繕例を参考としてください。 

  □想定業務量と修繕例（管理戸数１００戸当たりの年間修繕件数等） 

  ①経常修繕：３０件程度 

項目 主な修繕例 

建  築 外壁塗装修繕、屋上防水、共用玄関建具修繕、便所床張替 

電気設備 照明スイッチ取替、ＴＶ共聴施設分配機取替、台所照明修繕、分電盤修繕 

機械設備 排水管及び保湿取替、台所換気扇取替、給湯器ガスコック取替 

外  構 通路雨水舛修繕、通路縁石修繕、敷地境界フェンス及び基礎修繕 

※このほか、別記３の別紙１に道が別に定める資料３「道営住宅共用部照明器具及び外灯更新（LED 化）計画」 

に対象団地を記載しておりますので、別途算定してください。 

②退去修繕 ４戸程度 

主な 

修繕例 

たたみ表替、ふすま張り替、かべ塗装、天井塗装、給水管取替 

排水管取替、スイッチ取替、コンセント取替 

 ○法定更新及び保守点検の想定業務量は協定書別記１「対象施設」を参考としてください。 

 ○維持管理費は、過去の実績に基づき修繕等の２％を見込んでいます。道が指定する団地の草刈りについては、

協定書別記３の１「道が指定する団地一覧」に対象団地を記載しておりますので、別途算定してください。 

 ○事務的経費の想定業務量は協定書別記３「業務の範囲」の別紙２「指定管理者の業務処理一覧表」を参考とし

てください。また、法定等点検に要する費用は自ら行う場合では人件費、外部委託する場合は管理事務費とし

て算定してください。 

 ○財務状況について、別添とする場合は事業報告書、賃借対照表、損益計算書、資産目録、その他財務状況を明

らかにする書類を添付してください。その際には、申請日の属する年度の前年度分（新たに設立する法人また

は設立初年度の法人にあっては、収支予算書またはこれに準ずる書類）とし、また、共同体の場合、構成団体

それぞれの財務状況を示す資料を添付してください。 

 ○当該計画の作成にあたっては、執行体制など他の計画と整合を図ってください。 

 

 

 



（様式７） 

 

指定管理者指定申請辞退届 

                                                                                   

                                         令和  年  月  日     

 北海道知事       様 

                         主たる事務所の所在地 

                     
申請者

 名     称 

                          代表者職・氏名            

                         電 話 番 号  

 

 令和 年 月 日付けで道営住宅等（●●●）の指定管理者指定申請書を提出しましたが、都合により辞退しますの

で届け出ます。                                               

記 

１ 公の施設の名称 

 

２ 公の施設の所在地 

 

 

３ 辞退の理由 



（様式８）                                                                                    

申請書記載事実変更届 

                                                                                    

                                            令和  年  月  日   

  

北海道知事       様 

                         主たる事務所の所在地 

                     
申請者

 名     称 

                         代表者職・氏名            

                         電 話 番 号 

                                                                                    

  次のとおり変更したので、届け出ます。                                           

                                                                                    

記 

                                                                                    

１ 公の施設の名称 

 

 

 

 

２ 公の施設の所在地 

 

 

 

 

３ 変更の内容 

 

 

 

 

４ 変更の理由                                                                                 



（様式９） 
連合体協定書（案） 

  
（目 的） 
第１条 本連合体は、道営住宅等（●●●）（以下「本施設」という。）を管理する指定管理者として、関係法令等及び
北海道公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成 16 年北海道条例第 89 号）第８条の規定に基づ
き道と締結する本施設の管理に関する協定（以下「施設管理協定」という。）を遵守し、構成員が共同連帯して本施設
の管理に係る業務を遂行することを目的として、この協定（以下「本協定」という。）を締結する。 

 
（名 称） 
第２条 本協定に基づき設立する連合体は、○○（以下「本連合体」という。）と称する。 
 
（事務所の所在地） 
第３条 本連合体は、事務所を○○に置く。 
 
（成立の時期及び解散の時期）               ※１ 
第４条 本連合体は、令和○年○月○日に成立し、施設管理協定の履行を完了するまでは解散することができない。                  

（※１ 申請日までに成立していることが必要） 
      
２ 前項の規定にかかわらず、本連合体は、本施設の指定管理者として指定されなかったときは、本施設の指定管理者
に係る指定の結果についての通知を受けた日に解散するものとする。 

 
（構成員の住所及び名称） 
第５条 本連合体の構成員は、次のとおりとする。 

(1) 住 所○○ 
   名 称○○ 
      代表者○○ 

(2) 住 所○○ 
   名 称○○ 
      代表者○○ 

(3) 住 所○○ 
   名 称○○ 
      代表者○○ 
 
（代表団体及び代表者） 
第６条 本連合体は、○○を代表団体とする。 
２ 本連合体は、○○（代表団体の代表者）を代表者とする。 
 
（代表者の職務） 
第７条 本連合体の代表者は、施設管理協定に基づく本施設の管理に係る業務（以下「指定管理業務」という。）の遂行
に関し、次に掲げる職務を遂行する。 
(1) 第９条の運営委員会の決定に従い、道との協定に基づく協議、報告、通知その他の行為を行うこと。 
(2) 本連合体の名義をもって負担金を請求し、及び受領すること。 
(3) 本連合体に属する財産を管理すること。 
(4) 本連合体の名義をもって利用料金を収受すること。 

 
（構成員の責任） 
第８条 各構成員は、施設管理協定の履行及び指定管理業務の実施に伴い第三者と締結する契約等に基づき本連合体が負

担する債務の履行に関し、連帯して責任を負うものとする。 
 

（運営委員会） 
第９条 本連合体は、全構成員をもって、代表者を委員長とする運営委員会を設置するものとする。 
２ 運営委員会は、指定管理業務の遂行に関する次に掲げる事項について協議し、決定するものとする。 

(1) 本連合体の組織及び運営に関する事項 
(2) 指定管理業務の実施体制に関する事項 
(3) 各構成員の業務の分担及び経費の配分に関する事項 
(4) 損益の分担に係る比率の決定に関する事項 
(5) 指定管理業務に関する業務計画及び事業報告に関する事項 
(6) 本連合体に属する財産及び資金の管理に関する事項 
(7) その他指定管理業務の遂行に必要な事項 

 
（取引金融機関） 
第 10 条 本連合体の取引金融機関は、○○銀行○○店とし、本連合体の名称を冠した代表者名義により設けられた別口

預金口座によって取引するものとする。 
 
（業務の分担等） 
第 11 条 各構成員の業務分担及び負担金分担額は、次のとおりとする。ただし、施設管理協定の変更により指定管理業
務の一部に変更があったときは、当該変更の内容に応じ業務の分担及び負担金分担額を変更するものとする。 

   ○○業務  （構成員名）       円 
   ○○業務  （構成員名）              円 
   ○○業務  （構成員名）              円 



 （共通業務      －                      円） 
 
（構成員の必要経費の分配） 
第 12 条 構成員は、その分担業務を遂行するため、運営委員会の定めるところにより必要な経費の分  配を受けるも
のとする。この場合において、共通業務に係る経費については、各構成員の負担金分担額の割合に応じて分配するも
のとする。 

 
（決算） 
第 13 条 本連合体は、毎年度終了後、当該年度の指定管理業務について決算（残余財産の処分を含む。以下同じ。）

をするものとする。 
２ 指定管理者の指定の手続に要した経費は、構成員全員の同意により当該年度の決算に繰り入れるものとする。 
 
（損益の分担） 
第 14 条 前条第１項の規定による決算の結果、構成員に分配すべき余剰金又は構成員が分担して負担すべき不足金が

生じた場合には、運営委員会が定める比率によって各構成員がその配分を受け、又は負担するものとする。ただし、
本連合体が道から受領する負担金の額に変更があったときも、この比率は変更しないものとする。 

   （構成員名）         ％  
   （構成員名）         ％     ※２ 
   （構成員名）         ％  
   （※２ 損益分担比率は、各構成員の業務分担額の比率及び分担業務の内容等を勘案して、運営委員会において協議し、決定すること。） 

 
（権利義務の譲渡の制限） 
第 15 条 本協定に基づく権利義務は、他人に譲渡することはできない。 
 
（業務途中における構成員の破産又は解散に対する措置） 
第 16 条 構成員は、道及び構成員全員の承認がなければ、指定管理業務を完了するまでは脱退することができない。 
２ 構成員のうち指定管理業務を完了する前に前項の規定により脱退した者がある場合においては、残存構成員が共同連
帯して指定管理業務を完了する。 

３ 第１項の規定により構成員が脱退したときにおける残存構成員の業務の分担、負担金の分担額及び損益分担の割合
は、運営委員会が定めるものとする。 

４ 決算の結果利益を生じた場合において、脱退構成員には利益金の配当は行わない。 
 
（解散後のかし担保責任） 
第 17 条 本連合体が解散した後においても、指定管理協定の履行につき瑕疵があったときは、各構成員は共同連帯して
その責に任ずるものとする。 

２ 本連合体が構成員のうちいずれかが業務途中において破産又は解散した場合においては、残存構成員が共同連帯して
当該構成員の分担業務を完成するものとする。 

 
（協定書に定めのない事項） 
第 18 条 この協定書に定めのない事項については、運営委員会において定めるものとする。 
 
（管轄裁判所） 
第 19 条 本協定に関する紛争については、○○地方裁判所を第一審の管轄裁判所とする。 
 
 代表団体○○ほか○社は、上記のとおり○○連合体協定を締結したので、その証として正本○通及び副本１通を作成し、
各構成員が記名押印の上、正本については構成員が各１通を保有し、副本については指定管理者指定申請書に添えて道に提出する。 
 
 
 
 
 
令和  年  月  日 
 
                   代表者 （所在地） 
                       （名 称）                      印 
                       （代表者） 
 
                   構成員 （所在地） 
                       （名 称）                      印 
                       （代表者）                       
 
                    構成員  （所在地）                                                 

（名 称）                      印 
                       （代表者）      



 
（様式１０） 

 

社会保険等適用除外申出書 
 

 北海道知事 様 

 

 

 次の理由により、社会保険又は雇用保険の届出義務のないことを申し出ます。 

 また、上記の申出の内容を確認するため、北海道が他の官公署等に照会を行うことについて承諾します。 

 

 

 【社会保険】 

   

  □健康保険   □厚生年金保険 

 

 １ 従業員５人未満の個人事業所であるため 

 

 ２ 従業員５人以上であっても、強制適用事業所となる業種でない個人事業所のため 

 

 ３ その他 

 

 

 注１ 届出義務のない保険の種類をチェックし、該当する番号を○印で囲んで下さい。 

   

２ その他を選択した場合は、関係機関に問い合わせを行った上でその理由を記載すること。 

    （例）○○年金事務所に確認し、△△により適用除外となる。 

 

 

 【雇用保険】 

 

 １ 役員のみの法人であるため 

 

 ２ その他 

 

 

 注１ 該当する番号を○印で囲んで下さい。 

   

２ その他を選択した場合は、関係機関に問い合わせを行った上でその理由を記載すること。 

    （例）ハローワーク○○に確認し、△△により適用除外となる。 

 

 

 

    令和   年    月    日 

 

 

                    主たる事務所の所在地 

                         名称                          

                         代表者職・氏名 

                         電話番号 


